















１ 中国人留学生は、2011年度は 87,533人であったが、東日本大震災後の 2012年度
は 86,324人、2013年度は 81,884人と数的には減少している。

























































３ 「出入国管理及び難民認定法」の改正（平成 21年 7月 15日公布）により、平成
22年 7月 1日付けで在留資格「留学」「就学」が一本化されたことから、平成 23
年 5月以降は日本語教育機関に在籍する留学生も含めた留学生総数（高等教育機
関在学生＋日本語教育機関在学生）も発表されるようになっている（同上、2頁）。
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７ 日本学生支援機構『平成 20年度外国人留学生在籍状況調査結果』、2008年 12月、
4頁。

















































































１４ General Statistics Office of Viet Nam “Foreign direct investment projects licensed by
main counterparts (Accumulation of projects having effect as of 31/12/2013) by Main
counterparts and Iterms” Statistical Data (https://gso.gov.vn/default_en.aspx?tabid=776)





























順位 国・地域 総額（単位百万ドル） 件数
１ 日本 ３５，１７９．９ ２，１８６
２ シンガポール ２９，９４２．２ １，２４３
３ 韓国 ２９，６５３．０ ３，６１１
４ 台湾 ２８，０２０．３ ２，２９０
５ ブリティッシュバージン諸島 １７，１５２．１ ５２３
６ 香港 １２，５２４．４ ７７２
７ 米国 １０，６９６．３ ６８２
８ マレーシア １０，３７６．３ ４５３
９ 中国 ７，５５１．２ ９９２
１０ タイ ６，４００．９ ３３９
出典：General Statistics Office of Viet Nam “Foreign direct investment pro-
jects licensed by main counterparts (Accumulation of projects having
effect as of 31/12/2013) by Main counterparts and Iterms” (https://gso.
gov.vn/default_en.aspx?tabid=776)





















report_ja/2014/01/17658/201401vietnam.pdf）、2014年 1月、31頁、（2015年 3月 1
日閲覧）。
２１ JETRO、前掲論文、44頁。






































－９８－ 日本経大論集 第４４巻 第２号
北部出身の学生が多くなっている背景には、北部への日本企業の進出のみ
ならず、南部と比較すると、欧米諸国との交流が希薄であった北部の歴史も
鑑みる必要があるであろう。
６．まとめ
本論では、日本への留学生総数が増加していることを確認し、近年、ベト
ナム人留学生が増加している経済的背景を考察してきた。
その最大の理由は、日本とベトナムの経済関係にあると言える。もし、多
くの日本企業が「チャイナプラスワン」としてベトナムを選ばなければ、こ
のようなベトナム人の日本留学ブームは起こらなかったであろう。
もちろん、ベトナムよりも日本企業が進出しているインド、タイ、ドイツ
からの日本への留学生が、ベトナムと同じように増えてはいないことから、
経済関係だけでは留学生の増加を解明できず、ベトナムの歴史的、政治的、
社会的背景も考慮すべきであろう。
その上で、最後に更に付け加えなければいけないのは、その変動のスピー
ドである。
多くの日本企業が、「チャイナプラスワン」を模索し始めたのは２０１０年の
反日デモ以降であろう。その後、５年も経たずにして、ベトナム人留学生が
日本に大挙して学びに来ているのである。
ヒト・モノ・カネが、国境を越えて瞬時に動くグローバル化の時代におい
て、留学生研究もその変化をフォローすることが求められることになる。
本論は、基本事実の確認と現状認識に留まるが、今後更に増加すると予想
されるベトナム人（私費）留学生を対象にした研究の発展を願いたい。
日本への留学生トレンドの変動：日越経済関係の変化とベトナム人留学生の増加 －９９－
